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研究成果の概要（和文）：羽咋地域での水田調査の結果、長期自然栽培に取り組んでいる水田では捕食者の多様
性が増加し、害虫の多発生が抑制される傾向が認められた。慣行栽培田と比べ、自然栽培田では水稲収量が半分
以下となるが、コメは良品質である。自然栽培田の水稲収量を向上させるうえで、竹粉砕物の施用が効果的であ
る。能登の観光と農業体験に関する市場調査を実施し、市民の選好を把握した。あわせて全国の一般消費者と飲
食店の仕入れ担当者を対象とした各種調査を実施した。持続型自然農業の振興策として、自然栽培による生物多
様性向上効果を一般消費者向けに宣伝することと、農作物の収穫・加工およびそれを食べる企画をエコツアーに
含めることが重要となる。

研究成果の概要（英文）：Based on paddy field surveys in the Hakui region, we revealed that predator 
diversity increases while pest insect abundances decrease in paddy fields with a long-term practice 
of natural cultivation. The rice yield in natural paddy fields was less than half of that of 
conventional paddy fields. Nevertheless, natural rice was of good quality. We showed that bamboo 
chip application was effective in enhancing rice yield in natural farming. We conducted 
questionnaire surveys on ecotourism in the Noto area and on farming experience to understand 
citizens’ preferences. We also evaluated potential market size for wildlife-friendly rice against 
rice consumers and professional buyers in the food industry. To promote sustainable 
wildlife-friendly farming, information about the effectiveness of wildlife-friendly farming on 
biodiversity should be directed towards citizens, and ecotourism planning should include harvesting 
and processing of agricultural products and eating of such products.

研究分野：保全生物学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
水稲の生物共生栽培の取り組みは日本各地で行われており、今後も栽培面積が拡大していくことが見込まれる。
これは水田の生物多様性の観点からは好ましい状況であるが、コメの販売状況は必ずしも好調とはいえない。本
研究では、生態学と経済学分野の連携により、モデル地域の状況を踏まえ、農家、コメの消費者、エコツアー参
加者の行動選択動態を考慮に入れ、持続型生物共生農業の構築に向けた方策を検討した。本研究から得られた知
見は、水稲の自然栽培の振興、生物共生栽培米の販売方策の立案、および里山里海を活用したエコツアーの企画
を行ううえで、羽咋市や生物共生栽培に取り組んでいる他の市町村に有益な情報を提供することが期待できる。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 
国内各地で進められている、生物多様性や食の安全に配慮した「生物共生農業」は、慣行農
業と比較して農薬や化学肥料の使用を大幅に低減するため、農作物の収穫量や品質が安定しづ
らい。生物共生農業のさらなる普及を目指すうえでは、農業収益の安定化が課題である。これ
までの代表者らの研究から、生物共生栽培のなかでも自然栽培（無農薬・無肥料栽培）は、生
物多様性向上効果の高い栽培法であることが示されている。世界農業遺産に認定された石川県
能登半島では、羽咋市から宝達志水町の田園地帯（以下、羽咋地域）において、水稲を含む様々
な農作物で自然栽培が進められている。そこで本研究では、羽咋地域における持続型生物共生
農業の構築を目指し、生態学と経済学分野の連携研究を開始した。 
生物共生農業に取り組む農家にとって、里山の自然や文化を観光資源としたエコツーリズム
は、米の販売に次ぐ有力な収益源と期待されている。一方、生物共生栽培の取り組みは日本の
様々な地域において一定の広がりがみられるが、その販売は必ずしも順調ではない。その背景
には、（１）消費者の支払意思額と実際の販売額とのミスマッチと、（２）外食産業や中食産業
など業務用コメ需要の増加によるコメ需要構造の変化があると考えられる。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、「生物共生農業」に「エコツーリズム」と「循環システム」の視点を加え、
循環型生物共生農業の地域モデルを提示することである。これにより、農業収益の安定化と安
全・安心な米の安定生産を図る。本研究では、羽咋地域において、水田の生物多様性や米の品
質の情報が、エコツーリズムと生物共生栽培米の潜在的需要・経済効果に与える影響を明らか
にする。次に、数理モデルを構築し、要因間の相乗効果やトレードオフ効果を考慮して生物共
生農業の振興策の導出と当該農業の持続可能性の検討を行う。本研究により、羽咋市ならびに
環境保全型農業を推進する他の自治体の政策に役立つ知見が得られることが期待される。 
本研究は４つのサブテーマにより構成される。各サブテーマの目的は以下のとおりである。 
(1)生物共生栽培田の生物多様性とコメの品質評価 
 羽咋地域で進められている自然栽培の生物多様性およびコメの品質の特性を明らかにする。
あわせて、里山の未利用資源を活用した新たな自然農法を開発し、これらが水田の生物多様性
やコメの品質に与える影響を明らかにする。 
(2)里山里海を観光資源としたエコツーリズムの市場調査 
能登世界農業遺産において、里山里海の自然や文化を観光資源としたエコツーリズムに関す
る市場調査を行い、モデルプランを提示する。本研究では、生態学の知見と経済学の手法を用
いて定量的な分析を行う。 
(3)生物共生栽培米の市場調査と消費者行動分析 
生物共生栽培米に対する消費者評価だけではなく、業務用米に対する実務者評価についても
着目し、いくつかの選好調査手法を適用して、その状況を明らかにし、生物共生栽培米の潜在
的な市場ポテンシャルを評価する。 
(4)生物共生農業の振興策と持続可能性の検討 
ヒトは必ずしも金銭的な利得だけを考慮しているわけではないことを踏まえて、無農薬・自
然栽培農業が持続可能となるために有効な振興策を検討する。 
 
３．研究の方法 
 
(1)生物共生栽培田の生物多様性と米の品質評価 
a)水稲の自然栽培歴の違いが水田の生物多様性とコメの品質に及ぼす影響 
b)自然栽培田はアカトンボの避難場所になるか？ 
羽咋地域において、栽培歴（取組年）の異なる自然栽培田と、面積が同等の慣行栽培田を対
で選定し、計 16～18 筆の水田において、水田の生物多様性評価とコメの品質評価を行った。生
物多様性指標にはクモ類とトンボ類（羽化殻）を用いた。 
c)里山資源を活用した無農薬・自然栽培の検討 
日本では、過去数十年の間に農村地域で高齢・過疎化が進み、竹林が拡大している。放置竹
林の管理・整備という観点から、竹類の有効活用法の提示が求められている。本研究では実験
枠（各 3.6m2）および試験圃場（各 30m2）を用いて、竹チップの施用量の違いが、水田植物の
現存量、水稲の生育およびコメの収穫量・外観品質に与える影響を調査した。 
 
(2)里山里海を観光資源としたエコツーリズムの市場調査 
潜在的な消費者を対象とした市場調査を行い、参加者の特徴やツアー内容に対する好みなど
を解明することを目的として、インターネットを利用したアンケート調査を 2 件実施した。1
つは能登地域の観光に関する調査であり、もう 1つは農業体験に関するものである。分析には、
市場調査の分野で発展したベスト・ワースト・スケーリングとコンジョイント分析を使用した。 
 
(3)生物共生栽培米の市場調査と消費者行動分析 
全国の一般消費者約 1400 名を対象に、生物共生栽培米についての仮想的選択実験を行い、離



散選択分析により生物共生栽培米に対する支払意思額を評価した。つづいて、ベストワースト
スケーリング法によるコメ購入時の重視点について、係数法により各個人の BWS の計測を行っ
た。また、飲食店におけるコメ仕入れ担当者約 800 名に対しても同様の調査を行い、業務用需
要の特徴を分析した。これらの調査においては、生物共生栽培による圃場内の生物多様性にも
たらす効果についての情報提供の影響についても検討した。さらに、経済的インセンティブが
存在する中での、生物共生栽培米に対する消費者行動を明らかにするために、会員制小売業者
の会員 100 名を対象に購買実験を行い、より実際の購買状況に近いリアルな状況での生物共生
栽培米の消費者選好の特徴を検討した。 
 
(4)生物共生農業の振興策と持続可能性の検討 
エコツーリズムの潜在的需要・経済効果、生物共生栽培米の経済効果を取り入れて、水田環
境における生物個体数の動態と生物共生栽培米の農家とエコツーリズムの参加者の行動選択動
態を連結させた数理モデルを構築した。ヒトの行動選択動態は、確率的最適応答動態を用いて
モデル化した。各振興策（農家やエコツーリズムへの補助金、生物共生栽培米の宣伝、生物の
生息地の改善）に対して、生態個体数・生物共生栽培米の農家・エコツーリズムの参加者の数
が、振興策による増減を数値計算により解析した。 
 
４．研究成果 
 
(1)生物共生栽培田の生物多様性とコメの品質評価 
a)水稲の自然栽培歴の違いが水田の生物多様性とコメの品質に及ぼす影響 
野外調査の結果から、自然栽培田は、慣行栽培田と比べ、稲株のクモ類（主にアシナガグモ
類）の生息数が 2～5倍、イトトンボ類の生息数が約 14～18 倍多かった。また、自然栽培歴 5-7
年目の水田では、自然栽培歴 2年目の水田や慣行栽培田と比べ、稲株のクモ類の分類群数が約
2 倍多かった。反対に、ヨコバイ類やウンカ類といった害虫の生息数は、慣行栽培田と比べ、
自然栽培田で 1/4～5/3 であった。カメムシ類の個体数は自然栽培歴 2年目の水田で最も多かっ
た。コメの収穫量の調査から、慣行栽培田と比べ、自然栽培田はコメの収穫量が 1/2 以下であ
った。コメの外観品質の分析からは、両栽培田間ではタンパク質含量や外観品質に統計的な差
は認められなかった。 
以上より、自然栽培に長期的に取り組むことにより、捕食者の多様性が増加し、害虫の多発
生が抑制されるものと推察される。また、自然栽培米は、慣行栽培米と比べて遜色がなく、と
もに良品質米であることが示された。 
b)自然栽培田はアカトンボの避難場所になるか？ 
アカトンボ類の羽化殻の調査から、自然栽培田と慣行栽培田間では、採取されたアカネ属の
平均羽化殻総数に顕著な差は認められなかったが、アカネ属 3種の構成が異なった。自然栽培
田ではアキアカネが優占していたのに対し、慣行栽培田ではノシメトンボが優占していた。ま
た、自然栽培田と慣行栽培田ではアカネ属の羽化時期のピークが異なった。慣行栽培田では、6
月下旬頃にアカネ属が羽化数のピークを迎えたのに対し、自然栽培田では 7月初旬から中旬頃
にこれらが羽化数のピークを迎えた。 
以上より、自然栽培田は、羽化時期が遅いアキアカネに対し、避難場所を提供することが示
された。しかし、より早い時期に羽化するノシメトンボにとっては、春先の早い時期に水入れ
される慣行栽培田が重要な生息場所を提供すると考えられる。 
c)里山資源を活用した無農薬・自然栽培の検討 
枠実験の結果から、竹チップ多量施用区（2.8t/10a）では、対照区と比べ、水田植物の現存
量が著しく少なかった（7%）。さらに、対照区と比べ、竹チップ多量施用区では、稲丈が 1.04
倍高く、水稲の茎数が 1.4 倍多く、水稲の葉色値（SPAD 値）が 1.1 倍高く、粗玄米重量が 1.6
倍多かった。一方、圃場実験では、実験処理区間で水田植物の現存量に統計的有意差は認めら
れなかった。しかし、竹チップ中量施用区(1t/10a)と多量施用区(2t/10a)では、対照区と比べ
水稲の茎数が 1.3～1.7 倍多く、SPAD 値が 1.03～1.2 倍高かった。粗玄米重量は、対照区と比
べ、竹チップ中量施用区と多量施用区で 1.7～1.8 倍多かった。玄米のタンパク質含量や外観品
質は処理区間で有意差は認められなかった。 
以上より、竹粉砕物の施用による水田植物の防草効果は空間スケールによって異なったもの
の、竹粉砕物の施用は自然栽培米の収量向上の面で効果的であることが示された。今後、竹粉
砕物の施用によるコメの収穫量向上のメカニズムを明らかにするとともに、これらの施用の経
年変化を追跡し、コメの収穫量の安定化への影響を明らかにすることが望まれる。 
 
(2)里山里海を観光資源としたエコツーリズムの市場調査 
能登の観光に関する調査の結果、里山・里海を活用した観光資源のうち、輪島朝市や白米千
枚田は高く評価されている一方で、農業体験や漁業体験に対する評価は高くないことが明らか
となった。また、農業体験に関する調査の結果、農作物の収穫や加工、およびそれを食べるこ
とが望まれていることが明らかとなった。これらは、今後の観光の推進に向けた検討を行うう
えで有益な情報である。今後は、効果的な訴求方法に関する検討を行うことが課題である。 
 



(3)生物共生栽培米の市場調査と消費者行動分析 
 コメ購入の際の重視点については、一般消費者ならびに業務仕入れ担当者とも、食味が最も
重視されていた。しかしながら、二番目に重視されている項目については、一般消費者が安全
性を特に重視しているのに対して、仕入れ担当者においては、安全性に加えて安定的に購入で
きることが重視されていることが分かった。環境や生態系に配慮していることは、それほど重
視されておらず、商品の背景ストーリーなどは全く重視されていなかった。生物共生栽培米に
おいては収量が安定しないことがしばしば指摘されており、安定供給を望む業務需要に対して
は、この点が弱点となる。業務用米のシェアは約 4割であることから、生物共生栽培米の販売
においても無視できないといえる。 
選択実験によって得られたコメ属性に対する支払意思額を検討すると、一般消費者において
は、食味が特 Aであることに対する支払意思額は約 324 円（コメ 5㎏換算。以下同様）であり、
この額は仕入れ担当者と大きな差異はない。しかし、有機栽培ならびに自然栽培に対する支払
意思は一般消費者がそれぞれ約 230 円、約 130 円であったことに比べて、仕入れ担当者におい
ては、それぞれ約 83円、-65 円と非常に低かった。このことから、業務用米においては、生物
共生栽培がほとんど評価されていないことが明らかとなった。また、自然栽培による生物多様
性への効果について情報提供したところ、一般消費者においては支払意思額が約 200 円上昇し、
約 330 円となった。一方、仕入れ担当者においても、120 円程度の支払意思額の上昇がみられ
た。しかしながら、実際の自然栽培米の販売価格は、本調査で得られた消費者の支払意思額を
考慮すると非常に割高であり、需要の拡大が難しい状況であることが示唆された。販売価格の
低下により、より多くの消費者へ商品を到達させることが重要であり、今後の販売政策におい
ては、この点がより考慮されるべきである。購買実験においては、仮想的選択実験よりもさら
に小さい支払意思額が観察される傾向がみられることから、価格設定に関しては、ターゲット
とする消費者の見極めが重要であろう。 
 
(4)生物共生農業の振興策と持続可能性の検討 
当該農業の持続可能性を高めるために有効な生物共生農業の振興策を検討した結果、次のこ
とが明らかになった。（１）無農薬・自然栽培米の持続性を高め、生物の個体数、無農薬・自然
栽培米の販売量を増やすためには、保全努力や無農薬・自然栽培米農家への補助金だけでは十
分ではない。しかし、農家の同調性が高い場合は、補助金は有効となる。（２）消費者が無農薬・
自然栽培米を購入するような取り組み（生物の増加への貢献を宣伝）は有効である。（３）エコ
ツアーによる取り組みも、無農薬・自然農業の持続性や生態系保全に貢献する可能性がある。 
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